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全国石油政治連盟（西尾恒太会長）と全石連

（森洋会長）が要望した 202３年度の石油流通業

界向けの予算概算要求額は 86.6 億円となりまし

た。今後、資源エネルギー庁が財務省との予算

折衝を経て年末までに予算案が閣議決定し、来

年の通常国会に提出されることになります。 

 22 年度に獲得しました 180 億円の補正予算

は、現在、全国石油協会が申請の受付を行って

おりますが、この秋以降に、23 年度補正予算が

組まれる際に、別途、予算要求していく方針で

す。 

 24 年度概算要求予算では、SS の災害対応

能力等の強化として、地下タンクの入換・大型化

に対し 2 億円、べーパー回収設備の導入支援に

1.2 億円、自家発電設備の入換に 2.9 億円、さら

には緊急時の石油製品供給に係る研修・訓練事

業に 1.8 億円が計上されました。 

 さらに、離島のガソリン流通コスト対策事業と

して 29.5 億円、離島への石油製品の安定・効率

的な供給体制の構築支援事業として 1.7 億円、

環境・安全対策等の事業である①漏えい防止対

策②地下タンク等の撤去③地下タンク効率化

等、など合わせて11.1億円、検知検査に1.7億円

となりました。   

災害対応能力強化に 25.9 億円 燃料供給体制構築に 49.4 億円 

石油流通関係 来年度 86.6 億円要求 
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公正取引の実現 ＳＳ経営高度化 災害時対応 政治支援の獲得



2 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ＳＳネットワーク維持に向けて全力 
 油政連県連と地方議会との連携強化 

 

油政連通常総会・今年度運動方針決定 

全国石油政治連盟（西尾恒太会長）は６月 15 日、石油

会館で 2023 年度通常総会（写真右）を開き、今年度運動

方針を決定しました。石油製品の安定供給確保に向けた

過疎地等対策を含めたユニバーサルサービス継続とＳＳ

ネットワーク維持のための諸施策の実現、公正取引委員

会が公表した『新・ガソリン不当廉売ガイドライン』の検証

および実効性の確保、災害協定と官公需の一体化に向

けた油政連県連と地方議会の連携強化の推進などを重

点課題としました。また、税制改正では石油ユーザーの負

担増につながる増税の阻止、自動車用燃料やＥＶなどと

の課税公平性の実現なども決めました。 
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石油流通問題議員連盟の逢沢一郎会長をはじめとする議連役員は５月 31 日、鈴木俊一財務大臣と

後藤茂之経済財政政策担当大臣を訪問し、ＳＳ業界に対する特別支援の実現を要望しました。同議連

総会で森洋全石連会長と西尾恒太油政連会長がＳＳの経営強化に向けた国の特別支援を要望し、議連

として全面支援する方針を決議したことから、この内容を逢沢会長と議連所属議員一同の名前で要望書

にし、両大臣に手渡したものです。鈴木財務大臣は「カーボンニュートラルという環境変化の中で、ＳＳネ

ットワークがきちんと存在していくための計画が必要」と述べ、後藤経済財政担当大臣も「ＳＳネットワー

クを将来どうしていくかについて議連で懸命に議論されている。私自身も議連の幹事長代理を務めてお

り思いは一緒である」と述べ、後藤大臣がとりまとめ役となって作成する政府の来年度方針案「骨太方

針」に「ねじ込む」との考えを示しました。 

石油議連幹部 財務大臣などに要請 

ＳＳ業界に対する特別支援の実現、政府「２４’骨太方針」への明記 

「災害協定と官公需の一体化」や「ＳＳ過疎地問題」など石油流通業界の抱える課題について地方自

治体などとの意思疎通が求められる中、全国の各石油組合と油政連県連では地方議会や自民党都道

府県連との連携強化を図るための体制づくりが活発化しています。例えば県議会議員を顧問にして相談

体制を整備する組合や、下記のとおり自民党の都道府県の議会議員による議員連盟を設立する組合な

どが増えています。国だけでなく都道府県での政治活動の必要性がますます重要になっています。 

 

各地で地方議会との連携強化の動き 

左から太田房江先生、武藤容治先生、逢沢一郎会長、鈴木俊一財務
大臣、牧原英樹先生、山田美樹先生、加藤庸之全石連副会長・専務 

左から太田房江先生、今村雅弘会長代理、逢沢一郎会長、後藤茂之
経済財政政策担当大臣、北村経夫先生、山田美樹先生、宮澤博行
先生、加藤庸之全石連副会長・専務 


